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Ⅱ　令和 3 年度一般会計・特別会計 2 月補正予算案

　 1 　令和 3 年度奈良県一般会計補正予算（第 8 号） 54，444，254千円

【総括表】

政策体系別内訳 （金額欄は再掲を含む） 
（単位：千円）

1 　新型コロナウイルス感染症対策 35，993，650

2 　栄える「都」をつくる

～奈良県経済の好循環を促し、働きやすく、就業

しやすい奈良県にする～

1，838，496

3 　賑わう「都」をつくる

～奈良が有する自然・歴史・文化資源を活用し、

観光産業を振興する～

75，000

4 　愉しむ「都」をつくる

～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良を

つくる～

5，352，772

5 　便利な「都」をつくる

～県土マネジメントを推進し、効率的で便利な交

通基盤をつくる～

6，058，505

6 　健やかな「都」をつくる

～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含

む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

5，151，810

7 　智恵の「都」をつくる

～すべての県民が、生涯良く学び続けられ、奈良

の歴史文化に親しめる地域をつくる～

355，151

8 　豊かな「都」をつくる

～県内の農・畜産・水産業・林業の振興、農村活

性化、脱炭素エネルギー政策、森林を護る施策を

進める～

1，693，494

9 　誇らしい「都」をつくる

～奈良のポテンシャルを最大限に活かしたまちづ

くりを進め、地域の新たな未来を切り開く～

5，849，121
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財 源 内 訳  
（単位：千円）

特
　
定
　
財
　
源

分 担 金 及 び 負 担 金 67，010

国 庫 支 出 金 47，029，143

繰 入 金 2，633

諸 収 入 65，084

県 債 6，125，000

一 般 財 源 1，155，384

一般財源の内訳  
（単位：千円）

地 方 交 付 税 1，009，690

繰 越 金 145，694

予 算 の 規 模  
（単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 637，221，279

当 初 予 算 比 18．7％増

前 年 度 同 期 比 9．1％減
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1 　新型コロナウイルス感染症対策

　 1 　病床・宿泊療養施設の確保

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

新型コロナウイルス

感染症患者入院病床

確保事業

 市町

村・一部事務組合・

独立行政法人・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

新型コロナウイルス感染症患者の入院病床の確保に対し補助

　実施主体　 県立医科大学附属病院、奈良県総合医療センター、

西和医療センター外25施設

　病 床 数　508床

負担区分　国／10
10

21，250，000

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

疾病対策課

軽症者療養施設運営

事業

 県実施

新型コロナウイルス感染症の軽症者の受入れ可能な施設の運営

　確保室数　1，083室

負担区分　国／10
10

7，271，000
福祉医療部

企画管理室

新型コロナウイルス

感染症患者救急受入

施設設置事業

 県・

地方独立行政法人実施

入院・入所待機者等の救急搬送先が確保できない場合に備え、奈

良県総合医療センター内に臨時の応急医療施設を設置

負担区分　国／10
10 、国／4

3 ・県／4
1 100，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

入院・入所待機者等

支援事業

 県・市町村実施

入院・入所待機者等からの相談に対応する電話相談窓口を設置

入院・入所待機者等の健康状態や症状の変化を的確に把握するた

め、パルスオキシメーターを貸与等

医療機関等への移送手段の確保

負担区分　国／10
10

287，000
医療政策局

健康推進課

感染症患者移送事業

 県実施

新型コロナウイルス感染者を医療機関や軽症者療養施設へ移送

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・県／2
1

49，400
医療政策局

疾病対策課

入院医療機関設備整

備補助事業

 市町

村・一部事務組合・

独立行政法人・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

入院医療機関のＣＴ撮影装置や人工呼吸器等の設備整備に対し補助

　実施主体　 県立医科大学附属病院、奈良県総合医療センター、

南奈良総合医療センター外23施設

負担区分　国／10
10 1，172，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

外来協力医療機関設

備整備補助事業

 市町村・

独立行政法人・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

感染症外来協力医療機関の個人防護具や空気清浄機等の設備整備

に対し補助

　実施主体　県立医科大学附属病院、西和医療センター外14施設

負担区分　国／10
10

193，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

救急・周産期・小児

医療機関設備整備補

助事業

一部事務組合・独立

行政法人・地方独立

行政法人・民間実施

救急・周産期・小児医療のいずれかを担う医療機関の個人防護具

や空気清浄機等の設備整備に対し補助

　実施主体　西和医療センター外17施設

負担区分　国／10
10

182，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

発熱外来クリニック

設置補助事業

 市町村実施

発熱外来クリニックの設置に要する経費に対し補助

　簡易診察室、個人防護具等

　実施主体　奈良市立休日夜間診療所外 1 施設

負担区分　国／10
10

24，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

県内医療機関患者受

入体制整備事業

 県実施

医療機関における患者の受入れに対応できるよう、必要な医療物

資を保管・配送

負担区分　国／10
10

64，700
医療政策局

薬 務 課

感染症医療費公費負

担

 県実施

医療機関に入院・通院した新型コロナウイルス感染症患者にかか

る公費負担医療費

負担区分　国／10
10 、国／4

3 ・県／4
1

615，000
医療政策局

疾病対策課

○新 医療従事者人材調

整体制整備支援事業

 県実施

臨時の応急医療施設や酸素ステーション等を新設する際の緊急的

な人材確保のための体制整備や研修を実施

負担区分　国／10
10

8，000

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

○新 看護職員への研修

支援事業

 県実施

看護職員を対象に、新型コロナウイルス感染症の専門的知識や技

術を学ぶための研修を実施

負担区分　国／10
10

3，850

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

新型コロナウイルス

感染症医療従事者等

宿泊費補助事業

 県実施

新型コロナウイルス感染症患者の治療や検査に従事する医療従事

者等の宿泊費を負担

負担区分　国／10
10

27，000

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

　 2 　福祉施設等のクラスター対策

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

社会福祉施設等クラ

スター発生防止事業

 県実施

感染症専門医や感染管理認定看護師、県職員等で構成するチーム

による社会福祉施設等での実地指導や研修を実施

負担区分　国／10
10

12，250

福祉医療部

障害福祉課

・

医療・介護

保 険 局

介護保険課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

新型コロナウイルス

検査体制拡充事業

 県実施

地域の感染拡大状況を踏まえ、医療機関や社会福祉施設の職員等

を対象とした一斉・定期的な検査を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

584，000
福祉医療部

企画管理室

児童福祉施設等感染

拡大防止事業

県・市町村・民間実施

幼稚園・児童養護施設・保育所等がマスク・消毒液などを購入す

る費用や感染症対策の改修整備の費用に対し補助等

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・実施主体／2
1 、国／3

2 ・市町村／3
1

131，300

文化・教育・

くらし創造部

教育振興課

・

こ ど も

・ 女 性 局

奈 良 っ 子

はぐくみ課

こども家庭課

・

教育委員会

教育研究所

児童相談所一時保護

体制整備事業

 県実施

保護者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合や濃厚接触者

となった場合に、児童相談所で適切に児童を一時保護できるよ 

う、看護師の配置等の体制を整備

負担区分　国／10
10

7，400

こ ど も

・ 女 性 局

こども家庭課

　 3 　ワクチン接種の着実な推進

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

新型コロナウイルス

ワクチン接種体制確

保事業

 市町

村・一部事務組合・

独立行政法人・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

新型コロナウイルスワクチン接種の着実な推進のための体制確保

　広域接種会場の設置、市町村への医師派遣等により、市町村の

　ワクチン接種体制確保を支援

　副反応コールセンターの運営

　ワクチン接種を実施する医療機関に対して支援金を支給

　職域接種の実施に要する経費に対し補助

負担区分　国／10
10

2，468，000

医療政策局

新型コロナ

ワクチン接種

推 進 室

　 4 　基本方針に基づく各般の取組

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

新型コロナウイルス

感染拡大防止強化事

業

 県実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大やクラスターの発生を防止

するため、専門家の知見を活用し、感染経路等の詳細分析を実施

県民に感染防止のための注意事項を発信

負担区分　国／10
10

25，000
福祉医療部

企画管理室

千円

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

医療機関等感染拡大

防止支援事業

 県実施

医療機関及び福祉施設における新型コロナウイルス感染症の感染

拡大を防止するための支援を実施

　マニュアルの改訂、研修の開催、相談対応等

負担区分　国／10
10

13，600
医療政策局

疾病対策課

文化施設感染拡大防

止事業

 県実施

文化施設における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す

るため、空気清浄機、消毒液等を整備

　対象施設　奈良県文化会館、橿原文化会館外 4 施設

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・県／2
1

48，700

文化・教育・

くらし創造部

文化振興課

文 化 資 源

活 用 課

県立学校感染症対策

充実事業

 県実施

県立学校における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す

るため、消毒液、パーティション等を整備

負担区分　国／10
10

58，000

教育委員会

高校の特色

づくり推進課

特別支援学校スクー

ルバス感染症対策事

業

 県実施

通学時の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減するた 

め、特別支援学校のスクールバスを増車

負担区分　国／10
10

128，200

教育委員会

特 別 支 援

教育推進室

新型コロナ・発熱患

者受診相談窓口等運

営事業

 県・市町村実施

新型コロナウイルス感染症に関する県電話相談窓口の運営

　受付時間　24時間（平日・土日祝日）

奈良市の新型コロナウイルス感染症に関する電話相談窓口の運営

に対し補助

負担区分　国／10
10

120，000
医療政策局

健康推進課

保健所機能強化事業

 県実施

保健所における衛生物品等の購入

負担区分　国／10
10

29，400
福祉医療部

企画管理室

ＰＣＲ検査機器整備

補助事業

 市町村・独立

行政法人・民間実施

医療機関のＰＣＲ検査機器の整備に対し補助

　実施主体　大和高田市立病院、奈良医療センター外22施設

負担区分　国／10
10

139，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

ＰＣＲ検査民間委託

事業

 県実施

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を民間の検査機関に委託

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 245，000
福祉医療部

企画管理室

ＰＣＲ検査試薬購入

事業

 県実施

保健研究センターで実施している新型コロナウイルス感染症のＰ

ＣＲ検査に必要となる試薬の購入

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

32，000
福祉医療部

企画管理室

ＰＣＲ検査公費負担

 県実施

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査にかかる公費負担医療費

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

654，000
医療政策局

疾病対策課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

妊産婦等支援強化事

業

 県実施

妊産婦に対する新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査や、保健

師等による訪問ケア等を実施

負担区分　国／10
10

12，770
医療政策局

健康推進課

　 5 　新型コロナウイルス感染症で大きな影響を受けた方々を支援

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

生活困窮者相談体制

運営事業

 県実施

新型コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者等に対し、オ

ンラインによる相談を実施

負担区分　国／10
10

6，700
福祉医療部

地域福祉課

生活困窮者住居確保

等支援事業

 県実施

生活困窮者に対する入居から見守りまでの一貫した支援を実施す

るため、相談支援員を増員

負担区分　国／10
10

8，550
福祉医療部

地域福祉課

自殺対策強化事業

 県実施

失業や休業等を原因とする自殺を未然に防止するため、電話相談

による支援を実施

　臨床心理士等による相談窓口の運営

　　平日　16時～20時　　土日祝　 9 時～20時

負担区分　国／10
10

22，830
医療政策局

疾病対策課

千円

千円
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2 　栄える「都」をつくる

　　　～奈良県経済の好循環を促し、働きやすく、就業しやすい奈良県にする～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

骨格幹線道路ネット

ワークの整備推進

 県実施

奈良県の活力を牽引する骨格幹線道路ネットワークの形成

　国道168号　小平尾バイパス、王寺道路、香芝王寺道路、

　　　　　　 新天辻工区、阪本工区

　国道169号　御所高取バイパス、高取バイパス

　桜井吉野線、城廻り線　ほか

負担区分　国5．72/10・県4．28/10、国／10
5.5 ・県／10

4.5

1，838，496

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

3 　賑わう「都」をつくる

　　　～奈良が有する自然・歴史・文化資源を活用し、観光産業を振興する～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

観光地周辺の道路整

備

 県実施

観光の推進に向けた観光地周辺の道路整備

　奈良橿原線

負担区分　国／10
5.5 ・県／10

4.5

15，750

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

中町「道の駅」整備

事業

 県実施

中町「道の駅」整備に向けた建築工事

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 42，000

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

自転車周遊環境整備

事業

 県実施

自転車による観光交流や地域振興を図るため、自転車利用ネット

ワークを構築

　自転車通行空間の整備

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

5，200

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

奈良公園環境整備事

業

 県実施

奈良公園の植栽保全

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 12，050

地域デザイン

推 進 局

奈良公園室

千円

千円
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4 　愉しむ「都」をつくる

　　　～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

直轄河川事業費負担

金

 国実施

河川改良

　大和川流域・紀の川流域における河道掘削、護岸整備等

砂防

　紀伊山系における大規模土砂災害対策等

負担区分　国／3
2 ・県／3

1

800，000

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

大和川流域総合治水

対策推進事業

 県実施

浸水被害の軽減を図るため、河川改良により総合治水対策を推進

　曽我川外18河川

負担区分　国／3
2 ・県／3

1 、国／2
1 ・県／2

1

1，572，900

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

南部東部地域河川改

良事業

 県実施

南部・東部地域における治水安全度の向上を図るため、河川改良

を実施

　紀の川、町並川

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

399，000

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

補助ダム堰堤改良事

業

 県実施

ダム管理設備改良設計及び工事

　天理ダム、白川ダム

負担区分　国／10
4 ・県／10

6

130，939

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

通常砂防事業

 県実施

砂防設備の設置により、土石流等による被害から人家等を保全

　五條市大塔町辻堂外15カ所

負担区分　国／2
1 ・県／2

1
483，700

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対 策 課

地すべり対策事業

 県実施

地すべり防止施設の設置により、地すべりによる被害から人家等

を保全

　奈良市鹿野園地区、天川村坪内地区

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

280，300

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対 策 課

土砂災害基礎調査・

指定推進事業

 県実施

地形改変箇所等について、土砂災害基礎調査を実施し、土砂災害

警戒区域等を指定

負担区分　国／3
1 ・県／3

2
34，600

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対 策 課

無電柱化推進事業

 （一部再掲）

 県実施

歴史的な景観を保全すべき箇所や市街地幹線道路等において無電

柱化を重点的に推進

　三輪山線、奈良橿原線

負担区分　国／10
5.5 ・県／10

4.5

99，750

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

まちづくり連携協定

関連道路整備事業

 （一部再掲）

 県実施

まちづくり連携協定を踏まえた道路の整備

　国道25号（天理市）

　天理環状線　九条バイパス（天理市）

　三輪山線（桜井市）　ほか

負担区分　国5．72/10・県4．28/10、国／10
5.5 ・県／10

4.5 、国／10
5.2 ・県／10

4.8

204，628

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

通学通園路の安全対

策事業

 県実施

通学路交通安全プログラム等に基づく合同点検による危険箇所の

対策を実施

　国道169号外 6 路線

負担区分　国5．72/10・県4．28/10

122，824

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

○新 震度情報ネットワ

ークシステム等改修

事業

 県実施

震度情報ネットワークシステムの更新

消防庁のシステムに連携するため、防災情報システムを改修

負担区分　国／10
10 、国／2

1 ・県／2
1

325，300
知 事 公 室

防災統括室

交通安全施設等整備

事業

 県実施

信号機の改良、老朽施設更新等

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10 71，800 警 察 本 部

国立・国定自然公園

施設等整備事業

 県・市町村実施

近畿自然歩道整備

負担区分　国／20
9 ・県／20

11

市町村が行う整備に対し補助

　東海自然歩道整備

　　実施主体　桜井市

負担区分　国／10
10

16，131

水循環・森林

・景観環境部

景観・自然

環 境 課

○新 社会的養護従事者

処遇改善事業

 民間実施

社会的養護従事者の処遇改善に対し補助

負担区分　国／10
10 35，100

こ ど も

・ 女 性 局

こども家庭課

保育士修学資金等貸

付原資造成補助金

 民間実施

保育士修学資金等の貸付原資の積み増し

　実施主体　奈良県社会福祉協議会

負担区分　国／10
10

10，500

こ ど も

・ 女 性 局

奈 良 っ 子

はぐくみ課

保育士資格取得オン

ライン化事業

 民間実施

保育士試験の受験申請や保育士登録をオンライン化するためのシ

ステム改修経費を負担

負担区分　国／10
10

1，000

こ ど も

・ 女 性 局

奈 良 っ 子

はぐくみ課

児童福祉施設等ＩＣ

Ｔ環境整備事業

 市町村・民間実施

幼稚園における業務の効率化を図るため、オンライン研修受講や

保育参観等のための環境整備に対し補助

負担区分　国／4
3 ・実施主体／4

1

76，500

文化・教育・

くらし創造部

教育振興課

・

教育委員会

教育研究所

○新 新たな子育て家庭

支援基盤整備事業

［一部安心こども］

 市町村実施

家庭や学校に居場所がない子どもの居場所づくりに取り組む市町

村に対し補助

一時預かり事業の利用者負担の減免を行う市町村に対し補助

子育て短期支援事業の利用者負担の減免を行う市町村に対し補助

負担区分　県（一部基金）／3
2 ・市町村／3

1 、

　　　　　県（一部基金）／4
3 ・市町村／4

1

4，800

こ ど も

・ 女 性 局

奈 良 っ 子

はぐくみ課

こども家庭課

安心こども基金積立

金

 県実施

妊娠期から子育て期にわたる包括的な支援体制の充実、不妊治療

を受ける者に対する医療費助成のための費用に充てるための基金

の積立て

負担区分　国／10
10 683，000

こ ど も

・ 女 性 局

奈 良 っ 子

はぐくみ課

・

医療政策局

健康推進課

千円
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5 　便利な「都」をつくる

　　　～県土マネジメントを推進し、効率的で便利な交通基盤をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

道路・街路改良事業

 （一部再掲）

 県実施

骨格幹線道路ネットワークをはじめ、まちづくりなど重要な施策

に資する事業について「選択と集中」により重点的に実施

　国道168号　小平尾バイパス、王寺道路、香芝王寺道路、

　　　　　　 新天辻工区、阪本工区

　国道169号　御所高取バイパス、高取バイパス

　桜井吉野線、高野天川線、赤滝五條線、奈良橿原線、

　城廻り線　ほか

負担区分　国5．72/10・県4．28/10、国／10
5.5 ・県／10

4.5 、国／10
5.2 ・県／10

4.8

2，600，018

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

橋りょう耐震補強事

業

 県実施

緊急輸送道路の橋りょうの耐震対策を実施

　国道169号上之町陸橋

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

10，500

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路災害防除事業

 県実施

道路斜面で崩落等の兆候がある箇所や、法面の危険度、路線の重

要度等を総合的に判断して対策を優先すべき箇所で法面・落石の

防災対策を実施

　国道169号外20路線

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

844，465

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路施設老朽化対策

事業

 県実施

長寿命化修繕計画に基づく補修・修繕を実施

　五條吉野線柴橋外19橋

　国道169号戸賀トンネル外 7 トンネル

　大和高田斑鳩線いかるがホール前歩道橋

負担区分　国5．72/10・県4．28/10

1，464，740

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路舗装補修事業

 県実施

路面の破損が進行し、安全な通行に支障をきたす箇所の対策を実施

　国道168号外25路線

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

1，138，782

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

千円
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6 　健やかな「都」をつくる

　　　～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

○新 看護職員等処遇改

善事業

 市町

村・一部事務組合・

独立行政法人・公立

大学法人・地方独立

行政法人・民間実施

看護職員の処遇改善に対し補助

負担区分　国／10
10

313，000

医療政策局

医師・看護師

確保対策室

○新 福祉・介護職員処

遇改善事業

 民間実施

福祉・介護職員の処遇改善に対し補助

負担区分　国／10
10

4，680，000

福祉医療部

障害福祉課

・

医療・介護

保 険 局

介護保険課

○新 医療的ケア児等相

談体制整備事業

 県実施

重症心身障害児者支援センターにおける医療的ケア児等の相談体

制の整備に必要な備品を購入

負担区分　国／4
3 ・県／4

1

2，000
福祉医療部

障害福祉課

○新 就労継続支援事業

所生産活動拡大支援

事業

 民間実施

生産活動が停滞し、減収となっている就労継続支援事業所の生産

活動の拡大に必要な経費等に対し補助

負担区分　国／10
10

4，500
福祉医療部

障害福祉課

障害福祉事業所ＩＣ

Ｔ導入等支援事業

 民間実施

障害福祉サービス事業所等における感染拡大防止・生産性向上の

ためのＩＣＴ導入等に要する経費に対し補助

負担区分　国／10
10

8，000
福祉医療部

障害福祉課

○新 県立障害児者福祉

施設スポーツ器具整

備事業

 県実施

心身障害者福祉センターや藤の木学園を利用する障害児者のため

のスポーツ用具を整備

負担区分　国／10
10

11，200
福祉医療部

障害福祉課

障害者福祉施設整備

補助事業

 民間実施

障害者福祉施設の耐震化整備に対し補助

　耐震化整備

　　実施主体　（ＮＰＯ）たかとり　定員10人

　　　　　　　（有）大淀タクシー　定員20人

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・実施主体／4
1

133，110
福祉医療部

障害福祉課

千円
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7 　智恵の「都」をつくる

　　　～すべての県民が、生涯良く学び続けられ、奈良の歴史文化に親しめる地域をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

○新 ＧＩＧＡスクール

運営支援センター整

備事業

 県実施

県内公立学校における教育情報化を支援するため、民間事業者の

専門技術を活用した支援体制を整備

負担区分　国／2
1 ・県又は市町村／2

1
133，556

教育委員会

教育研究所

情報教育環境整備事

業

 県実施

ＢＹＯＤによる 1 人 1 台端末を活用した教育の開始に伴い、県立

高校における指導者用情報端末を整備

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

134，035
教育委員会

教育研究所

特別支援学校長寿命

化整備事業

 県実施

トイレの洋式化

特別教室への空調設備の設置

負担区分　国／3
1 ・県／3

2

45，876
教育委員会

学校支援課

文化財保存事業費補

助金

 民間実施

国指定文化財の保存、修理に対し補助

　防災施設整備等

　　東大寺金堂（大仏殿）、元興寺極楽坊本堂、長谷寺本堂、

　　當麻寺本堂（曼荼羅堂）　ほか

負担区分　国85％・県 5 ％・実施主体10％、

　　　　　国80％・県 5 ％・実施主体15％、

　　　　　国75％・県 5 ％・実施主体20％、

　　　　　国60％・県 3 ％・実施主体37％

38，984

文化・教育・

くらし創造部

文化財保存課

青少年社会的自立支

援事業

 県実施

ひきこもり等への支援体制の強化に取り組む市町村にアドバイザ

ーを派遣

負担区分　国／10
10

2，700

文化・教育・

くらし創造部

青少年・社会

活動推進課

千円
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8 　豊かな「都」をつくる

　　　～県内の農・畜産・水産業・林業の振興、農村活性化、脱炭素エネルギー政策、

　　　　森林を護る施策を進める～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

土地改良事業（県営

事業）

 県実施

県営ほ場整備事業

　奈良市北村地区

負担区分　国50％ ･ 県27．5％ ･ 市町村11．25％ ･ 受益者11．25％

畑地帯総合整備事業

　下市町栃原地区、田原本町法貴寺地区

負担区分　国55～50％ ･ 県27．5％ ･ 市町村10～12．5％ ･

　　　　　受益者7．5～10％

農業水利施設整備・診断事業

　平群町西和地区

負担区分　国／10
10

178，273

食 と 農 の

振 興 部

農村振興課

土地改良事業（団体

営事業）

 市町村実施

農業水利施設整備・診断事業

　十市地区（橿原市）

負担区分　国／10
10

8，000

食 と 農 の

振 興 部

農村振興課

農地防災事業（県営

事業）

 県実施

県営ため池整備事業

　 高山地区（生駒市）、葛城山麓地区（葛城市）、

　桜池地区（斑鳩町）

県営農業用河川工作物応急対策事業

　尼ヶ辻地区（奈良市）

負担区分　国55％・県34～37％・市町村又は受益者11～ 8 ％

237，026

食 と 農 の

振 興 部

農村振興課

農地防災事業（団体

営事業）

 市町村実施

ため池防災対策調査計画事業

　 奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、桜井市、五條市、

生駒市、香芝市、葛城市、斑鳩町、高取町、広陵町、河合町

負担区分　国／10
10 、国50～55％・県10％・市町村又は受益者40～35％

316，243

食 と 農 の

振 興 部

農村振興課

地籍調査事業

 市町村実施

国土調査法及び国土調査促進特別措置法に基づき地籍調査を進め

る市町村に対し負担金を交付

　鵜山地区・葛尾地区（山添村）、矢部地区（田原本町）

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

64，200

食 と 農 の

振 興 部

担 い 手 ・

農地マネジ

メ ン ト 課

担い手確保・経営強

化支援事業

 民間実施

人・農地プランに基づき、農地の集積・集約化を進めている地区

において、地域の中心経営体等が行う農業用機械・施設等の導入

に対し補助

　補助対象　融資機関からの融資残額等

負担区分　国／2
1 ・実施主体／2

1

64，600

食 と 農 の

振 興 部

担 い 手 ・

農地マネジ

メ ン ト 課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

○新 農地調査等業務効

率化支援事業

 民間実施

農業委員会による農地調査等の業務効率化のためのタブレット導

入に対し補助

負担区分　国／10
10 7，280

食 と 農 の

振 興 部

担 い 手 ・

農地マネジ

メ ン ト 課

中山間地域所得確保

推進事業

 民間実施

中山間地域における農業所得確保に向けた計画策定・実施等に対

し補助

　実施主体　奈良県枝物輸出促進協議会、田原南地区営農組合

負担区分　国／10
10

10，000

食 と 農 の

振 興 部

豊かな食と

農の振興課

畜産競争力強化対策

整備事業

 民間実施

畜産競争力強化に資する施設等の整備に対し補助

　採卵鶏舎等の整備

　　実施主体　奈良県養鶏クラスター協議会

負担区分　国／2
1 ・実施主体／2

1

50，000

食 と 農 の

振 興 部

畜 産 課

奈良県木材生産推進

事業

 民間実施

大規模集約化団地での、長期間使用できる壊れにくい作業道（奈

良型作業道）の重点開設等に対し補助

　奈良型作業道重点開設

　負担区分　国51％・県30％～37％・実施主体19％～12％

　木材生産強化（利用間伐）

　負担区分　国51％・県17％・実施主体32％

93，967

水循環・森林

・景観環境部

森 林 資 源

生 産 課

森林資源適正管理推

進事業

 民間実施

森林の持つ多面的機能の維持・増進を図るための森林整備に対し

補助

負担区分　国51％・県17％・実施主体32％
129，535

水循環・森林

・景観環境部

森 林 資 源

生 産 課

治山事業

 県実施

山地治山　 4 カ所

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

278，200

水循環・森林

・景観環境部

森 林 資 源

生 産 課

民有林直轄治山事業

費負担金

 国実施

新宮川水系十津川地区

負担区分　国／3
2 ・県／3

1

151，800

水循環・森林

・景観環境部

森 林 資 源

生 産 課

○新 スマート林業導入

支援事業

 民間実施

ＩＣＴ技術を活用したスマート林業の導入に向けた取組に対し補助

　実施主体　（一社）大和森林管理協会、（株）ＩＴＯ

　整備内容　レーザー測量機等

負担区分　国／3
2 ・実施主体／3

1 、国／2
1 ・実施主体／2

1

9，250

水循環・森林

・景観環境部

森 林 資 源

生 産 課

木材加工流通施設整

備事業

 民間実施

県産材を取り扱う製材工場等が行う加工流通施設や設備の整備に

対し補助

　実施主体　甲村木材（株）、高田木材協同組合

　整備内容　 6 軸モルダー、木材乾燥機等

負担区分　国／2
1 ・実施主体／2

1

95，120

水循環・森林

・景観環境部

奈 良 の 木

ブランド課

千円
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9 　誇らしい「都」をつくる

　　　～奈良のポテンシャルを最大限に活かしたまちづくりを進め、地域の新たな未来を切り開く～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

災害に強い道路ネッ

トワークの整備推進

 （再掲）

 県実施

地域を支える主要な道路ネットワークの形成

　国道169号　御所高取バイパス、高取バイパス

　五條吉野線、高野天川線、赤滝五條線　ほか

負担区分　国5．72/10・県4．28/10、国／10
5.5 ・県／10

4.5 、国／10
5.2 ・県／10

4.8

1，722，294

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

五條新宮道路の整備

推進（国道168号）

 （再掲）

 県実施

紀伊半島アンカールートを形成する「五條新宮道路」の早期整備

　国道168号　新天辻工区、阪本工区

負担区分　国／10
5.5 ・県／10

4.5
367，500

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

橋りょう耐震補強事

業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

緊急輸送道路の橋りょうの耐震対策を実施

　国道169号上之町陸橋

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8
10，500

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路災害防除事業（南

部・東部） （再掲）

 県実施

道路斜面で崩落等の兆候がある箇所や、法面の危険度、路線の重

要度等を総合的に判断して対策を優先すべき箇所で法面・落石の

防災対策を実施

　国道169号外15路線

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

662，905

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路施設老朽化対策

事業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

長寿命化修繕計画に基づく補修・修繕を実施

　五條吉野線柴橋外 3 橋

　国道169号戸賀トンネル外 7 トンネル

負担区分　国5．72/10・県4．28/10

1，307，240

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路舗装補修事業（南

部・東部） （再掲）

 県実施

路面の破損が進行し、安全な通行に支障をきたす箇所の対策を実施

　国道168号外12路線

負担区分　国／10
5.2 ・県／10

4.8

445，782

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

直轄河川事業費負担

金（南部・東部）

 （再掲）

 国実施

河川改良

　紀の川流域における河道掘削・護岸整備等

砂防

　紀伊山系における大規模土砂災害対策等

負担区分　国／3
2 ・県／3

1

574，000

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

南部東部地域河川改

良事業 （再掲）

 県実施

南部・東部地域における治水安全度の向上を図るため、河川改良

を実施

　紀の川、町並川

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

399，000

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

通常砂防事業（南部

・東部） （再掲）

 県実施

砂防設備の設置により、土石流等による被害から人家等を保全

　五條市大塔町辻堂外 6 カ所

負担区分　国／2
1 ・県／2

1
233，900

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対 策 課

地すべり対策事業（南

部・東部） （再掲）

 県実施

地すべり防止施設の設置により、地すべりによる被害から人家等

を保全

　天川村坪内地区

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

126，000

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対 策 課

千円
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　健やかな「都」をつくる

　　～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

保険給付費等交付金

 市町村実施

保険料（税）の減免措置に要する経費を市町村へ交付

負担区分　国／10
10 200，000

医療・介護

保 険 局

医療保険課

千円

　 2 　令和 3 年度奈良県国民健康保険事業費特別会計補正予算（第 2 号）

 200，000千円

【総括表】

財 源 内 訳  
（単位：千円）

国 庫 支 出 金 200，000
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　愉しむ「都」をつくる

　　～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～

事　 業　 名 事 業 内 容
3  年 度

　 2 月補正　

担当部局

・課室名

流域下水道施設老朽

化対策事業

 県実施

下水道施設の老朽化対策の実施

　処理場施設の更新　ほか

負担区分　国／2
1 ・県／4

1 ・市町村／4
1

308，385

県土マネジ

メ ン ト 部

下 水 道 課

千円

　 3 　令和 3 年度奈良県流域下水道事業費特別会計補正予算（第 1 号）

 308，385千円

【総括表】

財 源 内 訳  
（単位：千円）

建 設 補 助 金 153，985

建 設 負 担 金 77，200

企 業 債 77，200


